
企業の出勤状況調査（2025年6月分）

＜アンケート結果総括＞

集計結果概要

・4割の企業がテレワークを実施、2割の企業が時差出勤を実施している

〇以前から引き続き、多くの企業の皆様には、テレワークや時差出勤を始めとする スムーズビズの取組にご
協力いただいています。

〇テレワークや時差通勤を始めとするスムーズビズの取組は、通勤ラッシュの回避や新しいワークスタイル
の実現に新型コロナウイルス感染症の再拡大防止にも役立ちます。引き続き、スムーズビズにご協力をお願
いします。

調査にご協力いただき、ありがとうございました。
引き続き、定期的に調査を行い、登録企業の皆さまの取組状況把握に努め、都の取組検討に活用してまいり
ます。
今後とも、アンケートへのご協力をお願いいたします。
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企業の出勤状況調査（2025年6月分）
＜実施概要＞

■対象：約7553社
（スムーズビズ登録企業）

■質問項目 

■総回答企業数：731社

■実施期間：2025年6月11日(水)〜 7月2日(水)
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企業規模内訳 業種内訳

Q1: 5月の取り組み内容                           Q6:育児・介護休業法の改正について

Q2: 2025年2月からの取組規模の変化        Q7:育児のためのテレワーク等導入の努力義務化ついて

Q3: テレワークと時差出勤について           Q8:柔軟な働き方を実現するための措置等の義務付けについて

Q4: 従業員の出勤割合                                 Q9:社員確保のための柔軟な働き方の導入
Q5: 従業員の出勤時刻

情報通信業
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卸売業・小売業
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サービス業（他に分類さ

れないもの）

14%

建設業
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術サービス業
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製造業
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ない産業など）

5%

医…

宿泊業・飲食サービス業

4% 情報通信業

卸売業・小売業
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建設業

学術研究・専門技術サービス業
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医療・福祉
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生活関連サービス業・娯楽業
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電気・ガス・熱供給・水道業

公務（他に分類されるものを除く）

農業・林業

※教育・学習支援業より
下は3％未満



Q1: 5月の取り組み内容
5月に回答企業が実施した取組内容内訳（複数回答可）

・約44%の企業がテレワーク実施、約23%の企業が時差出勤を実施している

・その他にも自転車通勤やフレックスタイム制やローテーション勤務等各企業が状況を工夫している
のがわかる
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取り組み内容と企業規模の内訳

（n=1955 ／ 複数回答）14
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ローテーション勤務

テレワーク（サテライトオフィス利用）

自家用車による通勤

自転車通勤

特別休暇の付与
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テレワーク（在宅勤務、半日単位または時間単位）
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Q2: 2025年2月からの取組規模の変化
2025年2月と比較したテレワーク・時差出勤の取組規模の変化

・テレワーク、時差出勤いずれも7割程度の企業が継続して取り組みを行っている。

・一方で、テレワークは20%程度、時差出勤は27%程度の企業が取り組みを行っていなかった。
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（N = 731）
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引き続き、2月と同程度で実施した もともと取り組んでいなかった 縮小した 令和7年（2025年）5月は取り組まなかった 取組規模を拡大した

（N = 731）



Q3-1,２：テレワークを実施していない企業の状況

Q1において、テレワークを選択しなかった企業の状況
（※取り組み内容としてテレワークを選択していない企業）

・テレワークをしない理由としては「テレワークできる仕事がない」が31%で最多。「社内のコミュ

ニケーションに支障がある」が次いで11%。

5テレワーク（N = 298）

43%
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これまでも実施したことはない

以前、テレワークを実施したことはある 5
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n=298（複数回答）



Q3-1,２：時差出勤を実施していない企業の状況

Q1において、時差出勤を選択しなかった企業の状況
（※取り組み内容としてテレワークを選択していない企業）

・時差出勤をしない理由としては「社員からの要望がない」が最多で25%。 「顧客等外部対応に支障

がある」が次いで18%。
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時差出勤（N = 215）

0

7

11

15

21

32

37

39

53

0 10 20 30 40 50 60

費用負担がある

長時間労働になりやすい

上司（経営層・管理職）の許可が得られない・おりない

周囲の社員にしわ寄せがある

業務効率が低下する

社内のコミュニケーションに支障がある
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57%
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以前、時差出勤を実施したことはある。 n=215（複数回答）
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出勤の時間帯

Q4,5：従業員の出勤割合と時間帯

2025年6月の従業員の出勤割合とその時間帯
・約半数の企業が8割以上出勤していると回答
・一方で2割の企業はほとんど出勤していないと回答
・出勤の時間帯としては10時以降が一番多く、通勤時間ピーク帯からずれた時間帯に出社する企業が増えてい
る傾向がうかがえる

7

（N = 731）

367

93

74

71

126

0 50 100 150 200 250 300 350 400

8割以上が出勤している

6～8割が出勤している

3～5割が出勤している

1～3割が出勤している

ほとんど出勤していない

出勤の割合 （N = 731）



Q6：育児・介護休業法の改正について
育児・介護休業法の改正についての認知度
・程度の差はあれ、改正について知っていた、聞いていた割合が81%で、広く認知されている様子がうかがえ
る。

8
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Q7：育児のためのテレワーク等導入の努力義務化
育児のためのテレワーク等導入の努力義務化について
・多くの企業ではすでにテレワークを導入しているため追加の対応が不要である様子がうかがえる。
・一方で、1/4の企業で、まだ検討がされていない。
・努力義務のため対応予定がない企業も1割程度みられる。

9
（N＝731）

57%
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25%

今後の出勤に関する取組の予定

すでにテレワークを実施しているので、特に対策は必要がない

努力義務化に伴い、年齢にかかわらずテレワークを新たに導入する予定

努力義務化に伴い3歳未満の子供を持つ従業員を対象にテレワークを新た

に導入する予定

現状は努力義務であるため、特に対策を講じる予定はない

未定



Q8：柔軟な働き方を実現するための措置等の義務付け
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3.3%0.3%
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今後の出勤に関する取組の予定

テレワーク等（10日以上/年）

短時間勤務制度

始業時刻等の変更

就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（10日以上/年）

保育施設の設置運営等

まだ決まっていない

柔軟な働き方を実現するための措置等の義務付けについて
・テレワークを選択する企業が約3割、短時間勤務、始業時刻の変更が続いている。
・一方まだ決まっていないとする企業も約3割ある。

（N＝731）



Q9：社員確保のための柔軟な働き方の導入
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（N = 1307 複数回答）
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特段の制度はない（従業員の確保を

目的としたものではない）

兼業を許可している

副業

フレックスタイム制度を導入してい

る

時差出勤制度を整備している

テレワークを許可している 「その他」の具体的な理由

・新卒社員、若手社員に限定した取り組みは行っていない。
・テレワーク等に取り組んでいるが、従業員の確保を目的としたものではない。
・新卒社員、若手社員の採用を行っていない。
・現在、制度の導入を検討している。
・明確な制度は設けていないが、柔軟な対応を行っている。
・出勤義務を設けていない。
・シックリーブ制度の導入を行っている。
・起業を目指す社員に対して独立支援を行っている。

新卒社員・若手社員（30代半ばまで）の確保を意識した柔軟な働き方の整備
・テレワーク、時差出勤、フレックスタイム制度の順で導入を行っている。
・独立支援、シックリーブ制度の導入など、様々な工夫を各社で行っている様子がうかがえる。
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